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平成２３年度予算編成方針 

 

本年９月の政府月例経済報告では、景気は、引き続き持ち直してきており、

自立的回復に向けた動きも見られるが、このところ環境の厳しさは増しており、

失業率が高水準にあるなど依然として厳しい状況にあると分析している。政府

の基本的態度としては、「新成長戦略」に基づき、日本経済を本格的な回復軌道

に乗せるとともにデフレを終結させるよう政策運営を行うこととしている。 

 

政府は、６月に閣議決定した「財政運営戦略」において、今後３年間の中期

財政フレームを示し、平成２３年度から平成２５年度の「歳出の大枠」を７１

兆円以下に抑制すること、平成２３年度の新規国債発行額が４４兆円を上回ら

ないよう全力をあげることを定めている。また、７月に決定した「平成２３年

度予算の概算要求組替え基準」においては、「強い経済」「強い財政」「強い社会

保障」の実現を目指す「新成長戦略」を着実に推進し、元気な日本を復活させ

るためムダづかいの根絶や総予算の組替えに政府をあげ取り組むことにより、

新たな政策や効果の高い政策に重点配分する財源を確保するとしている。しか

しながら、その後の状況では、概算要求の集約での目標金額大幅超過に対する

調整や今後実施される「事業仕分け」及び「元気な日本復活特別枠」の配分決

定のための「政策コンテスト」の実施など予算案の決定までには不透明な要素

が多く存在している。また、ねじれ国会の影響により予算案の修正や予算関連

法案の不成立などの状況も想定され、地方財政対策や本市が行う国庫補助事業

について、国会の動向を注視していく必要がある。 

 

本市の平成２１年度普通会計決算の状況では、歳入が２４７億４４３２万１

千円と前年度比１０億１０９３万５千円の増、歳出は、２３４億６９０２万２

千円となり、前年度比７億４９４万円の増となっている。歳入歳出差引額から

翌年度繰越財源を除く実質収支は９億８７５１万１千円の黒字決算となり、単

年度収支も２億１２９万９千円、実質単年度収支も２億２４０４万６千円とい

ずれも平成１５年度以来６年ぶりの黒字となった。その結果、財政調整基金は、

前年より４億２３１５万４千円増の１１億２２４２万４千円の残高となった。
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ただし、黒字決算の要因としては、第１に当初計上していなかった特別土地保

有税とその延滞金で約７億６千万円の収入があったこと、第２に国の経済対策

としての地域活性化のための交付金を活用し本来は一般財源を持って行うべき

事業が執行できたこと、第３に人事院勧告に伴う人件費の減の影響がある。第

１及び第２の要因については、平成２１年度単年度限りのこととして今後の財

政運営上捉えるべきものであり、本市の財政状況が根本的に改善したものでは

ないことに注意する必要がある。また、第３の要因については、厳しい経済状

況の反映であり、所得の減少が今後の税収減につながることが予測される。 

地方債残高は、地方財政対策により臨時財政対策債発行額が増加したが起債

事業の減による新規借入額の減少により、前年度より３億７８０５万６千円減

の２２７億６１２０万１千円となっているが、事業執行の遅れや年度間の事業

費の増減の影響もあり、一時的な数値であり中長期的に捉えるべきである。 

各種財政指標では、財政構造の弾力性の判断指標となる経常収支比率は、経

常一般財源である個人市民税、法人市民税、固定資産税が減少となっているが、

特別土地保有税収入の影響や人事院勧告による人件費減により９８.５％と前

年度に比べれば大幅に低下しているものの全国平均比では、依然として高い数

値となっている。また、この低下の要因が単年度のものであるため、今後は再

び悪化することも予想され、経常経費の削減と経常収入の確保への対策が急が

れる。地方財政健全化法による平成２１年度決算の健全化判断比率については、

いずれも健全な比率となっているものの、市立病院事業会計での資金不足の発

生や下水道事業会計の企業会計移行後の状況など今後の厳しい状況も予測され

る。 

 

平成２２年度については、歳入では国の地方財政対策での地方交付税の増額

確保により普通地方交付税及び臨時財政対策債が当初より増額見込みとなった。

しかし、市税では、引き続く景気低迷と雇用状況の悪化の影響により、大幅減

が見込まれ、三位一体の改革により国から地方に税源移譲が行われた平成１９

年度の市税決算総額９４億円と比べて、１５億円を超える減収となる状況であ

り、平成３年度以来の８０億円を下回る決算額となる見込みである。 

歳出では、計画的に進めている学校施設耐震化事業や道路・街路事業への投
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資的経費、引き続き増加傾向にある扶助費、職員の退職手当、土地開発公社健

全化のための多額の経費、特別会計や企業会計等への繰出金などを見込んでい

る。 

 

平成２３年度の財政見通しとしては、歳入では、景気の回復の遅れと雇用不

安・円高・デフレの状況の下、市税収入についてはさらに減収が見込まれる。

本市において近年増加傾向にあった地方交付税についてもさらなる増加は見込

めず、国勢調査による人口減少の影響により数年ぶりに減少に転じる可能性が

あり厳しい状況である。   

歳出では、政府の社会保障自然増の容認や近年の状況より扶助費支出のさら

なる増加や道路・街路・区画整理事業や学校施設耐震化事業などに多額の経費

が見込まれる。さらに、今後多額な経費の発生が見込まれるごみ処理施設の長

寿命化対策など重要施策への新たな取組、地域の活性化のための施策の経費の

捻出についても課題となっている。 

 

平成２３年度の予算編成に当たっては、このような厳しい財政状況の下、す

べての分野において従来の慣行にとらわれることなく改めて事業の必要性や効

果を検証するとともに、優先度に応じた財源配分を行い、行政運営の効率化を

図ることとする。 

予算要求にあったては、引き続き次に掲げる平成２３年度予算の重点８項目

への取組と「天理市第５次総合計画」で定めた施策目標実現のための各事業予

算編成を基本とすること。事業の見直しにおいては、行政評価を活用し施策の

目的を効果的に達成させる手段として、その事業の貢献度や優先順位を考慮し

事業の見直しを行いながら施策の評価結果に基づき予算を要求すること。また、

策定中の「新集中改革プラン」への計上項目については確実に予算に反映させ

るよう取り組むこととする。 
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平成２３年度予算の重点項目 

 

「いきいき百歳天理プラン」を基本理念に、すべての市民が生きてきてよか

ったと実感できるまち「天理市」づくり推進と「市民の命・くらしが一番」の

市民への約束の実現に向け、引き続き次の８項目を重点項目に掲げることする。 

① 行財政改革の推進 

【スリムで効率的な行政運営】 

 新集中改革プランの実行 

② 教育文化の充実と教育施設の整備 

【未来を担う人づくり】 

 教育環境の整備、学校施設耐震化、学力向上 

③ 健康の増進・福祉の向上 

 【市民の健康と福祉を守る】 

高齢者福祉・子育て支援の充実、市立病院改革 

④  安全・安心のまちづくり 

 【市民の命を守る】 

  総合防災対策、地域交通網の整備 

⑤ 環境保全と人権尊重のまちづくり 

【環境と人への思いやりのまちづくり】 

 産廃処分場建設阻止、クリーンセンター整備、環境基本条例への取組 

⑥ 生活基盤の整備 

【未来の天理市を創造する】 

 道路網の整備、区画整理事業推進                        

⑦ 産業・観光・交流の振興 

【にぎわいと活力のまちづくり】 

 遊休農地対策、特産品の開拓、魅力ある観光の振興 

⑧ 地方分権の推進 

 【市民参画と協働のまちづくり】 

  自治基本条例制定の推進 


